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○南房総市研修生受入支援事業要領 

平成２５年４月１日 

告示第８３号 

改正 平成２５年１１月２８日告示第１９１号 

平成２６年４月２４日告示第８４号 

平成２９年３月２９日告示第４０号 

令和２年７月１日告示第１４８号 

               令和７年３月３１日告示第７９号 

第１ 趣旨 

この告示は、南房総市研修生受入支援事業の実施に関し、南房総市新規就農者支援事

業補助金交付要綱（平成２４年南房総市告示第４９号。以下「要綱」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

第２ 事業の内容 

新規就農者の育成に理解と教育能力のある市内において営農する農業者等が、市内で

就農しようとする者（以下「研修生」という。）に農業生産技術及び経営手法等を習得

させるために実施する研修等に対して支援する。 

第３ 補助金交付対象者の要件 

６箇月以上（南房総農業支援センター新規就農者育成事業の研修にあっては、原則１

年間）、かつ、１箇月当たり１００時間以上の研修期間を設けて、就農のために必要な

生産技術、知識及び経営手法を研修生に習得させることのできる指導農業士、農業士、

認定農業者、農業生産法人、３戸以上の農家の集合体又は市長が特に認める団体で、市

内に住所を有する者（法人の場合は法人登記の所在地とし、集合体の場合は代表者の住

所とする。） 

第４ 補助額及び交付対象期間 

補助金の額は、受け入れる研修生１人につき１箇月当たり３万円とし、交付対象期間

は、同一の研修生につき最長２年間（南房総農業支援センター新規就農者育成事業の研

修にあっては、原則１年間）とする。 

第５ 補助金の交付要件等 
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補助金の交付要件は次に掲げる各号のいずれにも該当するものとする。 

（１） 研修機関として市の認定を受けること。 

（２） 概ね年間を通じて農業を営む経営体であること。 

（３） 研修生に対して十分な指導を行うことのできる研修指導者を置き、１人の研

修指導者が指導できる研修生は３人までとする。 

（４） 受け入れる研修生は、要綱第３条第１項第１号イ又はウに規定する研修に係

る補助金の交付を受けている者とする。 

（５） 研修生を自己の単なる労働者として扱ってはならない。ただし、雇用し研修

を行うときは、１年以内の期間を定め雇用し、第１の事業の内容を達成させる研修

を計画しなければならない。 

（６） 研修生を雇用し研修を行うときは、雇用契約を締結し、雇用形態に応じて雇

用保険法（昭和４９年法律第１１６号）、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律

第５０号）、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）及び健康保険法（大正

１１年法律第７０号）に基づき必要な手続きをしなければならない。 

（７） 補助金の交付の決定を受ける以前に研修生と研修等又は雇用契約（短期間の

パート又はアルバイトは除く。）をしていたときは、補助金交付対象期間から差し

引くものとする。 

（８） 要綱に基づき補助金の交付申請、研修機関の認定申請及び実績報告をすると

きは、第６の書類を添えて提出しなければならない。 

（９） 研修生が補助金交付対象者の三親等以内の親族のときは、原則として受け入

れることができない。 

（１０） 交付対象期間は、当該事業の最初の申請に基づき交付を決定したときから

同一研修生につき２年以内とする。ただし、研修等を行う期間が短期である場合又

は研修生の都合により中断される場合は、通算して２年（南房総農業支援センター

新規就農者育成事業の研修にあっては、原則１年）に達するまで交付を受けること

ができる。 

（１１） 研修等を終了した研修生が就農するときは、農地の斡旋等の支援をしなけ

ればならない。 
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（１２） 原則として研修生の受入を支援する事業を目的とした国又は地方公共団体

の補助事業等による交付等を受けていないこと。ただし、新規就農・経営継承総合

支援事業実施要綱（平成２４年４月６日付け２３経営第３５４３号農林水産事務次

官依命通知）別記２の農の雇用事業により支援を受けている者は、当該事業とは別

の研修計画及び研修指導者を設けることができれば、この限りでない。 

（１３） 市が実施する、新規就農者の育成等に関する事務事業に協力するものとす

る。 

（１４） 補助金交付の開始の月は、原則として市長が補助金の交付を決定した翌月

とする。 

第６ 添付書類 

（１） 補助金の交付申請に必要な書類は、次に掲げるものとする。 

ア 研修実施計画（別紙様式第１号） 

イ 市税等納付状況調査に関する同意書（別紙様式第２号） 

ウ 振込口座届（別紙様式第３号） 

（２） 研修機関の認定申請に必要な書類は、次に掲げるものとする。 

ア 経営状況（別紙様式第４号） 

イ 研修の概要（別紙様式第５号） 

（３） 実績報告に必要な書類は、次に掲げるものとする。 

ア 研修実績報告（別紙様式第６号） 

第７ 概算払 

概算払いの請求は、３箇月分を単位として行うことができる。 

第８ 研修機関の認定期間 

研修機関の認定の期間は、認定日から起算して５年間とする。 

第９ 研修機関の認定の取消 

市長は、認定した研修機関が次の各号に掲げる事項に該当したときは、南房総市新規

就農者支援事業の遂行に支障がないことを確認の上、研修機関の認定を取り消すことが

できる。 

（１） 研修機関の認定を受けたときの経営及び研修内容に著しい変更があったとき。 
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（２） 市長に研修機関辞退届（別紙様式第７号）の提出があったとき。 

（３） 研修機関として相応しくない行為があったとき。 

（４） 虚偽の申請があったとき。 

附 則（平成２６年４月２４日告示第８４号） 

この告示は、公示の日から施行する。 

附 則（平成２９年３月２９日告示第４０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成２９年４月１７日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式については、この告示によ

る改正後の様式にかかわらず、当分の間、なおこれを使用することができる。 

附 則（令和２年７月１日告示第１４８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公示の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示による改正後の南房総市研修生受入支援事業要領の規定は、施行の日以後に

南房総市新規就農者支援事業補助金交付要綱（平成２４年南房総市告示第４９号）第４

条第１項に規定する申請書を提出した者について適用し、同日前に申請書を提出した者

については、なお従前の例による。 

   附 則（令和７年３月３１日告示第７９号） 

 この告示は、令和７年４月１日から施行する。 


